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５．2015 年度産業技術関係予算案の概要 

平成２７年度産業技術関係予算案の概要 

 

平成２７年１月 

経 済 産 業 省 

産業技術環境局 

 

 

 

産業技術関係予算（科学技術関係予算） 

４，８３９億円（５,３７７億円） 

 

 
  うち科学技術振興費 

２７年度：９９７億円（１,００４億円） 
 

うちエネ特会 
２７年度：２，６０４億円（３,１５１億円） 

 
うち復興特会 
２７年度：２３億円（２９億円） 

 

 

（参考）平成２６年度産業技術関係補正予算     １，１３０億円 

 

 

※（ ）内は、平成２６年度当初予算額を記載。 

※「○」は一般会計、「●」は特別会計、「◎」は新しい日本のための優先課題

推進枠に計上しているもの。  
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【重点的に取り組む政策】 
 

・第１に、福島・被災地の復興加速に向けて、「原子力災害からの福

島復興の加速に向けて」（閣議決定・原子力災害対策本部決定（平

成２５年１２月２０日））に則り、引き続き福島・被災地の復興・

再生、とりわけ原子力災害からの福島の復興・再生に向け全力を

挙げて取り組む。 

 

・第２に、イノベーションを生み出す環境整備に向けて、産業技術

総合研究所（産総研）の体制強化やベンチャー企業への技術開発

支援等により、技術シーズ創出と事業化を繋ぐ「橋渡し」機能を

抜本的に強化する。また、新市場の創出や国際競争力の強化につ

ながる戦略的な標準化の推進のため、「標準化官民戦略」を官民で

緊密に連携して実行する。 

 

・第３に、次世代の市場創造に向けて、（１）Ａ－ＭＥＤを通じた、

医工連携や再生医療研究、（２）革新的エネルギー・環境技術に対

する研究開発の推進、（３）ロボットの開発・普及促進等について、

重点的に研究開発を推進する。 
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Ⅰ．福島・被災地復興の復興加速 

 

 

○「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」（閣議決定・原子力

災害対策本部決定（平成２５年１２月２０日））に則り、引き続き

福島・被災地の復興・再生に全力を挙げて取り組む。 

 

○被災地の力強い再生を実現し将来に向けた希望を創造するため、

産総研の福島再生可能エネルギー研究所において、太陽光発電、

風力発電等に関わる研究開発を行うとともに、宮城県においてＩ

Ｔセキュリティ検証に関する先導的な研究開発・実証に取り組む。 

 

○また、福島第一原発の廃炉・汚染水対策は、福島復興の基礎であ

り、「中長期ロードマップ」に沿って、国が全面に立って着実に実

行する。 

 

 

●福島再生可能エネルギー研究開発拠点機能強化事業 

【１０．８億円】（１６．１億円） 

産総研の福島再生可能エネルギー研究所（福島県郡山市）におい

て太陽光発電、風力発電等に関わる研究開発を行うとともに、地元

企業が有する技術シーズ評価を通じた技術支援、地元大学との連携

による産業人材育成等を行うことにより、被災地における再生可能

エネルギー産業の発展等に貢献する。 

 

 

●東北復興再生に資する重要インフラＩＴ安全性検証・普及啓発拠

点整備・促進事業 

【４．０億円】（５．２億円） 

宮城県において、インフラを制御するＩＴシステムのセキュリテ

ィの国際的な評価・認証機関を確立させ、被災地域のＩＴ・電機分

野等の地元企業とともに、産学官連携のサイバーセキュリティ国際

拠点の整備を図る。 
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参考：平成２６年度補正予算案における関連事業 

 

○廃炉・汚染水対策研究開発 

２３１．１億円 

福島第一原子力発電所の廃炉・汚染水対策を進めていく上で、技術的

に難易度が高く、国が前面に立って取り組む必要のあるものについて、

研究開発支援を行う。 
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Ⅱ．イノベーションを生み出す環境整備 

 

 

○我が国では、技術シーズ創出と事業化を繋ぐ「橋渡し」機能が不

十分。このため、産総研やＮＥＤＯをはじめとする「橋渡し」を

担う公的研究機関の機能強化を進めると共に、ベンチャーを創造

するための支援の実施等、イノベーションを生み出すための環境

を整備する。 

 

○あわせて、我が国の高い技術力を海外市場に展開するため、現地

の実情に合わせた研究開発・実証を行うとともに、新市場の創出

や国際競争力の強化につながる戦略的な標準化の推進のため、官

民の適切な役割分担と省庁や産業分野を越えた連携の下、「標準化

官民戦略（平成２６年５月１５日標準化官民戦略会議）」を実行す

る。 

 

 

※新しい日本のための優先課題推進枠に係る事業 

 

◎国立研究開発法人産業技術総合研究所運営費交付金 

【６１７．９億円】（６０８．３億円） 

産業技術総合研究所において、大学との人材交流を促進すること

等による優れた技術シーズの取り込みや、企業からの受け入れ資金

額を主たる評価指標とし事業化の可能性を最大限高めながら研究

開発を実施すること等により、優れた技術を企業による事業化へと

繋げる「橋渡し」機能を抜本的に強化する。 

 

◎省エネルギー・新エネルギー等国際標準化・普及基盤事業 

【２３．５億円】（２０．０億円） 

省エネ製品や太陽光発電、燃料電池など我が国が強みを有する分

野で、国際標準原案の開発・提案や普及を見据えた試験・認証基盤

の構築等を実施する。 
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◎革新的ものづくり産業創出連携促進事業 

【１２８．７億円】（新規） 

中小ものづくり高度化法に基づく特定ものづくり基盤技術に「デ

ザイン開発技術」を加え、中小企業が産学官連携して行う技術開発

等を支援する。また、中小企業が大企業や大学等の知見を活用して

行う研究開発も支援する。 

 

 

●革新的エネルギー技術国際共同研究開発事業 

【５．９億円】（新規） 

我が国が地球規模・長期の温暖化対策で貢献するため、省エネ・

新エネ分野において我が国の研究機関等が海外の研究機関等と連

携強化し、国際的な共同研究を実施することにより、効果的に革新

的エネルギー技術の創出を推進する。 

 

○戦略的国際標準化加速事業 

【１４．９億円】（１４．８億円） 

中堅・中小企業をはじめとする我が国企業発の技術や製品の国際

標準化に向けた実証データ・関連技術情報を収集し、国際標準原案

の開発・提案や普及を見据えた試験・認証基盤の構築等を実施する。 

 

○高機能ＪＩＳ等整備事業 

【５．０億円】（３．０億円） 

我が国が強みを持つ高機能材料などの分野で、ミニマム標準より

も高いレベルの性能・特性を盛り込んだ高機能ＪＩＳ等の開発を行

う。 

 

○アジア基準認証推進事業 

【１．０億円】（１．０億円） 

我が国製品の強みが適正に評価される性能評価方法等をアジア

各国と共同で開発し、国際標準提案を行うとともに、各国での標準

化に協力し、アジア諸国の試験・認証機関の能力向上を支援する。 
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●地球温暖化対策技術普及等推進事業 

【３０．０億円】（６０．０億円） 

二国間オフセット・クレジット制度（ＪＣＭ）の導入に関する二

国間文書に署名した相手国において、優れた低炭素技術・製品等の

導入による温室効果ガス排出削減プロジェクトを実施し、削減効果

を測定・検証・報告することで、排出削減効果を実証し、相手国で

の普及につなげる。 

 

●地球温暖化対策技術普及等推進事業委託費 

【６．０億円】（５．０億円） 

相手国の省エネ・低炭素化を図るため、相手国の実情・ニーズに

合わせて効果的に我が国の技術・製品等を導入し、温室効果ガス排

出削減プロジェクトの発掘・組成、同プロジェクトによる排出削減

量評価方法の検討、相手国政府に対する政策提言を行う。 

 

●二国間クレジット取得等インフラ整備調査事業 

【４．２億円】（４．４億円） 

ＪＣＭの意思決定機関である二国間合同委員会の運営やクレジ

ットを管理する登録簿等の制度の基盤整備・運用を行うとともに、

制度の円滑な運営のため、国内外の類似制度の調査や人材育成等の

事業を実施する。 

 

●地球温暖化対策技術等国際連携推進事業費 

【１．５億円】（新規） 

エネルギー・環境分野のイノベーションにより気候変動問題の解

決を図るべく、世界の学界・産業界・政府関係者間の議論と協力を

促進するためのプラットフォームとして、国際会議

「Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ ｆｏｒ Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ Ｆｏｒｕｍ

（ＩＣＥＦ）」（いわゆる「エネルギー・環境技術版ダボス会議」）

を、毎年東京で開催する。 
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・研究開発税制（Ｒ＆Ｄ税制） 

企業のオープンイノベーション（外部の技術・知識を活用した研

究開発）を促進し、企業（大・中堅・中小・ベンチャー企業）・橋

渡し研究機関・大学等が各々の機能を発揮しつつ有機的に連携する

イノベーション・ナショナルシステムの強化を図るため、控除率を

大幅に引き上げるとともに中小企業の知的財産権の使用料等を対

象費用に追加するなど、オープンイノベーション型の抜本的拡充を

図る。 

 

参考：平成２６年度補正予算案における関連事業 

 

○中堅・中小企業への橋渡し研究開発促進事業 

１４．２億円 

技術シーズを事業化に結びつける橋渡し機能を有する機関と中堅・中

小企業等との共同研究を促進する。 

 

○研究開発型ベンチャー支援事業 

１７．５億円 

我が国にベンチャー・エコシステムを構築することを目指し、ＮＥＤ

Ｏが認定した国内外のベンチャー・キャピタル等より出資を受ける研究

開発型ベンチャーの事業化を支援する。 
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Ⅲ．次世代の市場創出につながる研究開発の推進 

 

 

○我が国の稼ぐ力を強化するために、イノベーションを創出し、次

世代の市場創出につながる研究開発を推進する必要がある。 

 

○特に（１）Ａ－ＭＥＤを通じた、医工連携や再生医療研究、（２）

革新的エネルギー・環境技術に対する研究開発の推進、（３）ロボ

ットの開発・普及促進等に重点を置いた研究開発を実施する。 

 

 

 

(１) Ａ－ＭＥＤを通じた、医工連携や再生医療研究 

※新しい日本のための優先課題推進枠に係る事業 

 

 

○ロボット介護機器開発・導入促進事業 

【２５．５億円】（２５．５億円） 

２０３０年に約２,６００億円の市場規模を目指し、厚生労働省

 

◎未来医療を実現する医療機器・システム研究開発事業 

【４１．５億円】（３５．０億円） 

日本が強みを有するロボット技術、ＩＴ等を応用した日本発の革

新的医療機器・システムの開発・実用化及び医療機器等の開発指針

となる開発ガイドラインの策定等を実施し、平成３２年度までに５

種類以上の医療機器等の実用化を目指す。 

 

◎医工連携事業化推進事業 

【３１．９億円】（３０．５億円） 

医療機器開発支援ネットワークを構築し、開発初期段階から事業

化に至るまでの切れ目ない支援を実施する。また、ものづくり企業

や医療機関等の連携による医療機器開発を促進し、平成３２年度ま

でに１００件の上市を目指す。 
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と連携し策定した移乗介助、移動支援等の重点分野において、安価

で大量導入可能なロボット介護機器の開発を支援し、同時に現場へ

の導入に必要な基準作成等の環境を整備する。 

 

○次世代治療・診断実現のための創薬基盤技術開発 

【５２．７億円】（５２．７億円） 

薬効は高いが本邦企業が出遅れているバイオ医薬品の製造技術

を確立するほか、創薬期間の短縮と効果的な医薬品の創出を可能と

するＩＴ技術の開発を進める。さらに、早期診断技術を開発し治療

の効果を高める。 

 

○再生医療の産業化に向けた評価基盤技術開発事業 

【２５．０億円】（２５．０億円） 

本格的な再生医療の拡大に向けて、高品質なｉＰＳ細胞等の幹細

胞の大量かつ自動培養装置等の技術開発を進める。また、再生医療

製品の上市を早めるため、先行企業の評価技術の確立を支援すると

ともに後発企業への普及を図る。 
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(２) 次代の革新的エネルギー・環境技術に対する研究開発の推進 

※新しい日本のための優先課題推進枠に係る事業 

 

●ナノ炭素材料実用化プロジェクト 

【１６．１億円】（１５．４億円） 

新しい単層カーボンナノチューブ等高い省エネ効果を有するナ

ノ炭素材料の実用化推進のため、幅広い製品の実用プロセス技術の

開発・実証、高品質量産技術の確立、安全性評価のための計測技術

等の基盤技術開発を行う。 

 

●革新的新構造材料等技術開発 

【４２．６億円】（４８．０億円） 

部素材・製品メーカー、大学等が連携し、軽量化が求められてい

る輸送機器への適用を軸に、強度、延性、靱性等の複数の機能を向

上したチタン合金等非鉄軽金属材料、炭素繊維複合材料、革新鋼板

等の高性能材料の開発に重点化するとともに、異種材料の接着を含

めた接合技術の開発等を行う。 

 

●革新的省エネ化学プロセス技術開発プロジェクト 

【２５．５億円】（２７．９億円） 

エネルギー多消費産業である化学産業の製造プロセスの革新的

な省エネ化を目指すため、革新的触媒技術を活用し二酸化炭素と水

（人工光合成）、砂、非可食性バイオマス原料から化学品を製造す

る省エネプロセスを開発するほか、廃水処理と同時に発電を行う微

生物を活用した創電型廃水処理技術を開発する。 

 

 

◎エネルギー・環境新技術先導プログラム 

【３１．４億円】（２０．０億円） 

中長期的な課題解決のため、既存技術の延長ではない非連続・革

新的な技術開発と実用化が必要。このため、地熱発電に係る次世代

技術、ＣＯ２フリーの水素製造技術、省電力・高密度半導体等、従

来の発想によらない革新的な新技術の研究を推進する。 
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●高機能リグノセルロースナノファイバーの一貫製造プロセスと部

材化技術開発 

【４．５億円】（新規） 

植物を原料とし、鋼鉄の１／５の軽さで５倍以上の強度と樹脂へ

の分散性・耐熱性等に優れた高性能リグノセルロースナノファイバ

ーについて、省エネ型一貫製造プロセスの構築及び自動車部品・建

材等の軽量化による省エネを可能とする部材化技術を開発する。 

 

●次世代スマートデバイス開発プロジェクト 

【１８．０億円】（１９．９億円） 

自動車の更なる省エネ化や安全走行の高度化に向けて、膨大な情

報を高速かつ低消費電力で情報処理することが可能な次世代の三

次元構造半導体の技術開発を行う。 

 

●クリーンディーゼルエンジン技術の高度化に関する研究開発事業 

【５．０億円】（５．０億円） 

ディーゼル車は燃費性能に優れているが、その排ガス規制は世界

的に強化されつつあり、燃費向上の阻害要因となっている。世界に

先駆け厳しい規制に対応し、優れた燃費性能のディーゼルエンジン

の開発・導入につなげるため、大学等のシーズを活用しつつ、研究

開発を行い、我が国のエンジン技術の基盤強化を図る。 

 

●革新的水素エネルギー貯蔵・輸送等技術開発 

【１６．６億円】（１６．０億円） 

再生可能エネルギー等から低コスト・高効率で水素を製造する次

世代技術や、水素を長距離輸送・大量貯蔵が比較的容易なエネルギ

ー輸送媒体に効率的に転換する革新的技術等の要素技術の開発を

行う。 

 

●太陽光発電無線送受電高効率化の研究開発 

【２．５億円】（２．５億円） 

将来の革新的なエネルギーとなる可能性を持つ宇宙太陽光発電

システムの中核技術であるマイクロ波による無線送受電技術の開
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発を行う。本事業では、最新の半導体技術による送受電の高効率化

や送電装置の小型・軽量化に取り組む。 

 

●二酸化炭素削減技術実証試験事業 

【８９．０億円】（８５．０億円） 

２０２０年頃の二酸化炭素回収貯留（ＣＣＳ）の実用化に向けて、

ＣＯ２の大規模発生源から分離回収したＣＯ２を地中に貯留する

実証を行う。 

平成２８年度からＣＯ２の分離回収、圧入を予定しており、平成

２７年度はＣＯ２分離・回収設備の建設や、ＣＯ２を圧入するため

の井戸の掘削等を完了する。 

 

●二酸化炭素貯留ポテンシャル調査事業費 

【１０．０億円】（１０．０億円） 

国内におけるＣＣＳの実用化、普及に向け、国内の海域における

有望なＣＯ２貯留地点を特定するため、弾性波探査や掘削調査等を

実施する。 

 

●二酸化炭素回収技術実用化研究事業費 

【４．６億円】（新規） 

ＣＣＳ実用化の課題となるコスト低減に向けて、特に、ＣＣＳの

全コストの６割以上を占めるＣＯ２分離・回収段階のコストを大幅

に削減するため、ＣＯ２を高効率で吸収する材料やＣＯ２を分離し

やすい膜技術を活用した実ガス試験等を行い、コスト低減に資する

革新的な技術の実用化研究を実施する。 
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(３) ロボットの開発・普及促進 

※新しい日本のための優先課題推進枠に係る事業 

 

◎次世代ロボット中核技術開発 

【１０．０億円】（新規） 

ロボットが日常的に人と協働、または人を支援する社会を実現す

るために、未だ実現していない人工知能やセンシング等の中核的な

技術や、新技術の導入に必要となるリスク・安全評価手法やセキュ

リティ技術等の共通基盤を開発する。 

 

◎ロボット活用型市場化適用技術開発プロジェクト 

【１５．０億円】（新規） 

ものづくり分野及びサービス分野を対象に、ロボット活用に係る

ユーザーニーズ、市場化出口を明確にした上で、特化すべき機能の

選択と、集中のための技術開発を行う。また、現場ニーズに応じた

ロボットシステムを開発できる人材を育成する。 

 

 

○ロボット介護機器開発・導入促進事業（再掲） 

【２５．５億円】（２５．５億円） 

 

○インフラ維持管理・更新等の社会課題対応システム開発プロジェ

クト 

【１９．２億円】（２２．２億円） 

的確にインフラの状態を把握できるモニタリング技術（センサ開

発、イメージング技術、高度計測評価技術等）、点検・調査を行う

ロボット技術・非破壊検査技術等の開発を行う。 

  



 

94 

参考：平成２６年度補正予算案における関連事業 

 

○ロボット導入実証事業 

２２．０億円 

ものづくりやサービスなどのロボット未活用分野に対するロボット導

入実証を実施する。 
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(４) その他 

 

●次世代構造部材創製・加工技術開発 

【１２．０億円】（８．９億円） 

航空機の軽量化（燃費向上・低炭素化）等のため、複合材やチタ

ン合金等の効率的・先進的な加工・成形技術等を開発し、先進材料

の本格導入を加速することで、運輸部門の更なる省エネ化に寄与す

る。 

 

○革新的バイオマテリアル実現のための高機能化ゲノムデザイン技

術開発 

【４．３億円】（４．３億円） 

高機能な素材（合成クモの糸等）や画期的な医薬品等の創出や生

産効率の向上を図るため、大規模ゲノム情報に基づいた物質を設計

し、多数の遺伝子を組み込んだ長鎖ＤＮＡを合成し、また、それを

微生物に組込む技術を開発する。 

 

●ハイパースペクトルセンサ等の研究開発 

【８．８億円】（６．７億円） 

現在運用中の資源探査用光学センサの後継機として、より高い解

析能力を持つ地球観測用衛星センサ（ハイパースペクトルセンサ）

の開発を行う。本開発によって、より多くのエネルギー資源を探知

することが可能となり、一層高い精度の石油資源等の遠隔探知（リ

モートセンシング）が期待できる。 

 

○宇宙産業技術情報基盤整備研究開発 

【３．０億円】（１．５億円） 

人工衛星等の競争力強化のため、我が国が有する他分野の優れた

部品や技術を活用して、現在高価格である宇宙専用のコンポーネン

ト・部品を代替しえる低価格・高性能な製品の開発及び評価を行う。 
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○海底熱水鉱床採鉱技術開発等調査 

【１３．０億円】（１３．１億円） 

政府が主導して海底熱水鉱床の開発に必要な要素技術（採鉱、揚

鉱及び選鉱・製錬技術）について、採鉱・集鉱機の改良・水中試験

等を行う。 

 

○製錬副産物からのレアメタル回収技術開発 

【０．８億円】（０．８億円） 

回収技術が確立していない製錬副産物からのアンチモン回収技

術を確立することで、アンチモンの輸入依存を低減し、国内産業へ

の安定供給確保を図る。 

 

参考：平成２６年度補正予算案における関連事業 

 

○リサイクル優先レアメタル回収技術開発・実証 

１．０億円 

レアメタル資源の安定供給確保とともに、持続的な循環型社会の形成

を図るため、パソコンや携帯電話等から回収・濃集するための技術開発

や、次世代自動車の使用済リチウムイオン電池回収システムの構築及び

再生技術の効率化等を支援する。 

 

○代替フロン等排出削減先導技術実証支援事業 

１．０億円 

業務用冷凍空調分野を中心に、ノンフロン等製品の開発・普及を大き

く加速させ、代替フロン等からのより早期の転換を促進するため、機器

の設置環境等が異なる場所における技術実証に係る支援を行う。 
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